
令和４年度

邑南町水道事業会計予算

邑南町水道課





　（総　則）

第１条 令和４年度邑南町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

件

㎥

2,523 ㎥

主要な建設改良事業

千円

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 ２ 項 千円

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

第 ４ 項 千円

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

令 和 ４ 年 度 邑 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算

(1) 給 水 件 数 4,141

(2) 年 間 総 給 水 量 920,838

(3) 一 日 平 均 給 水 量

(4)

水道施設整備事業 185,280

収　　　　　　　　　　　入

水 道 事 業 収 益 434,895 

営 業 収 益 214,814 

営 業 外 収 益 220,081 

支　　　　　　　　　　　出

水 道 事 業 費 用 414,645 

営 業 費 用 364,918 

営 業 外 費 用 49,227 

予 備 費 500 

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額182,164千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,796千円、過年度分損益

勘定留保資金126,357千円及び当年度分損益勘定留保資金54,011千円で補填するものとする。）。

収　　　　　　　　　　　入

資 本 的 収 入 293,353 

企 業 債 134,500 

国 庫 補 助 金 31,449 

他 会 計 補 助 金 121,572 

工 事 負 担 金 5,832 

支　　　　　　　　　　　出

資 本 的 支 出 475,517 

建 設 改 良 費 191,845 

企 業 債 償 還 金 283,672 
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　 (企業債）

第５条

千円 年　　％以内

　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)　営業費用及び営業外費用の間の流用（消費税及び地方消費税に不足が生じた場合）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条

(1)　職員給与費

　（他会計からの補助金）

第９条 水道事業健全財政運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、29,634千円である。

　（たな卸資産の購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、3,000千円と定める。

邑南町長 石橋　良治

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

 　政府資金については、その融資条

134,500 普通貸借 ５．０  件により、銀行その他の場合には、

 その債権者と協定するものとする。

又　は  　ただし、財政の都合により据置

 期間及び償還期間を短縮し、もしく

証書借入  は繰上償還、又は低利債に借換える

 ことができる。

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

69,128 千円

令和４年３月７日 提出

水道施設整備事業

（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率の見直
しを行った
後において
は当該見直
し後の利
率）
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邑南町水道事業会計

予算に関する説明書





（単位：千円）

1 水 道 事 業 収 益 434,895 

1 営 業 収 益 214,814 

1 給 水 収 益 213,831 水道料金

2 その他営業収益 983 

手数料 59

水道加入金 924

2 営 業 外 収 益 220,081 

1 他 会 計 補 助 金 156,019 他会計補助金

2 長期前受金戻入 63,467 

国県補助金戻入 49,400

他会計補助金戻入 13,861

工事負担金戻入 206

3 雑 収 益 595 

（単位：千円）

1 水 道 事 業 費 用 414,645 

1 営 業 費 用 364,918 営業活動に要する費用

1 原水及び浄水費 60,922 

給料 13,281

手当 5,609

賞与等引当金繰入額 2,099

法定福利費 4,068

報償費 493

備消品費 153

燃料費 107

光熱水費 159

通信運搬費 493

委託料 3,830

手数料 8,550

賃借料 644

修繕費 2,674

動力費 16,252

薬品費 2,273

令 和 ４ 年 度 邑 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考

営業活動から生ずる収益

飲料水供給施設使用料

支　　　　　　　　　　　出

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考

浄水池等の維持管理等に要す
る費用
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保険料 228

公課費 9

2 配水及び給水費 24,539 

給料 5,729

手当 2,423

賞与等引当金繰入額 906

法定福利費 1,755

備消品費 10

燃料費 101

光熱水費 344

通信運搬費 641

委託料 1,330

手数料 14

賃借料 136

修繕費 2,178

工事請負費 3,311

路面復旧費 1,088

動力費 2,784

材料費 1,723

保険料 66

3 総 係 費 38,708 その他に要する費用

給料 7,031

手当 4,596

賞与等引当金繰入額 1,111

報酬 116

法定福利費 2,261

旅費 399

退職手当組合負担金 5,620

備消品費 625

燃料費 446

印刷製本費 95

通信運搬費 423

委託料 13,150

手数料 425

賃借料 2,053

負担金 357

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考

配水池等の維持管理等に要す
る費用
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4 減 価 償 却 費 226,859 

5 資 産 減 耗 費 13,890 

2 営 業 外 費 用 49,227 

1
支払利息及び企業
債 取 扱 諸 費 38,735 企業債利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 10,000 

3 雑 支 出 492 

3 予 備 費 500 

1 予 備 費 500 予備費

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考

有形固定資産減価償却費

固定資産除却費

消費税及び地方消費税

飲料水供給施設維持管理費
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（単位：千円）

1 資 本 的 収 入 293,353 

1 企 業 債 134,500 

1 企 業 債 134,500 企業債

2 国 庫 補 助 金 31,449 

1 国 庫 補 助 金 31,449 国庫補助金

3 他 会 計 補 助 金 121,572 

1 他 会 計 補 助 金 121,572 他会計補助金

4 工 事 負 担 金 5,832 

1 工 事 負 担 金 5,832 工事負担金

（単位：千円）

1 資 本 的 支 出 475,517 

1 建 設 改 良 費 191,845 

1 水道施設整備費 185,280 

給料 7,017

手当 3,946

法定福利費 2,387

428

352

157

46,288

賃借料 945

工事請負費 123,428

46

建設利息 286

2 固定資産購入費 20 土地購入費

3 支障移転事業費 6,545 

2 企 業 債 償 還 金 283,672 

1 企 業 債 償 還 金 283,672 企業債償還金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款 　　   項 目 予　　定　　額 備　　　　　考

支　　　　　　　　　　　出

       款 　　   項 目 予　　定　　額 備　　　　　考

備消品費

燃料費

印刷製本費

委託料

保険料

水道管移転補償工事費
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(単位：円)

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 17,353,473

減価償却費 226,857,911

資産減耗費 13,889,608

長期前受金戻入額 △ 63,466,369

支払利息 38,750,418

未収金の増減額(△は増加) 600,000

未払金の増減額(△は減少) 4,750,000

小計 238,735,041

利息の支払額 △ 38,750,418

    業務活動によるキャッシュ・フロー 199,984,623

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 175,627,922

国庫補助金による収入 28,590,000

110,520,000

工事負担金による収入 5,302,000

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 31,215,922

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 134,500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 283,671,283

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 149,171,283

　資金増加額 19,597,418

　資金期首残高 109,767,924

　資金期末残高 129,365,342

令和４年度 邑南町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

他会計からの繰入金による収入
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給与費明細書

１　総括
（単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手　当 計

本年度 9 8(0) 116 33,058 19,183 52,357 16,771 69,128

前年度 9 8(0) 173 32,616 19,566 52,355 16,466 68,821

比　較 0 0(Δ0) △ 57 442 △ 383 2 305 307

　*　職員数欄の（）内は、短時間勤務職員数について外書き

　*　手当・法定福利費に引当金繰入額を含む

区　分 扶　養 通　勤 管理職 住　居 時間外勤務 期　末 勤　勉 特殊勤務

本年度 2,191 1,056 397 380 1,600 7,506 5,596 457

前年度 2,234 1,105 397 379 1,600 7,877 5,517 457

比　較 △ 43 △ 49 0 1 0 △ 371 79 0

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手　当 計

本年度 9 8(0) 116 33,058 19,183 52,357 16,771 69,128

前年度 9 8(0) 173 32,616 19,566 52,355 16,466 68,821

比　較 0 0(Δ0) △ 57 442 △ 383 2 305 307

区　分 扶　養 通　勤 管理職 住　居 時間外勤務 期　末 勤　勉 特殊勤務

本年度 2,191 1,056 397 380 1,600 7,506 5,596 457

前年度 2,234 1,105 397 379 1,600 7,877 5,517 457

比　較 △ 43 △ 49 0 1 0 △ 371 79 0

　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手　当 計

本年度

前年度

比　較

区　分 扶　養 通　勤 管理職 住　居 時間外勤務 期　末 勤　勉 特殊勤務

本年度

前年度

比　較

２　給料及び手当の増減額の明細
（単位：千円）

区  分 備　考

0

428

14

0

△ 383

職　員　数 給　与　費

職　員　数 給　与　費

　*　職員数欄の（）内は、短時間勤務職員数について外書き

職　員　数 給　与　費

　*　職員数欄の（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時

     勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について（）外書き

増減額 増減事由別明細 説　明

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

給　料 442

手　当 △ 383
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３　給料及び手当の状況

ア．職員一人当りの給与 （単位：円、歳）

行（一） 行（二）

令和4年 平均給料月額 343,500 

4月1日現在 平均給与月額 389,850 

平均年齢 45.50 

令和3年 平均給料月額 338,475 

4月1日現在 平均給与月額 385,787 

平均年齢 44.63 

イ．初任給 （単位：円）

一般職 技能労務職

行（一） 行（二） 行（一） 行（二）

150,600 150,600 

182,200 182,200 

ウ．級別職員数 （単位：人、％）

職員数 構成比 職員数 構成比

7級 0.0 

6級 2 25.0 

5級 3 37.5 

令和4年 4級 1 12.5 

4月1日現在 3級 1 12.5 

2級 0.0 

1級 1 12.5 

計 8 100.0 0 

7級 0.0 

6級 2 25.0 

5級 3 37.5 

令和3年 4級 1 12.5 

4月1日現在 3級 0.0 

2級 1 12.5 

1級 1 12.5 

計 8 100.0 0 

（級別の標準的な職務内容）
区分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

統括課長 課長 室長 係長 主任 主任主事 主事

主査 課長補佐 統括主任 主任専門員 主任技師 技師

統括課長補佐 調整監 統括専門員

管理監 専門監

企画監

区　分

国の制度

高校卒

大学卒

一般職　行（一） 一般職　行（二）

区　分

区分 級

一般職
行（一）
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エ．昇給 （単位：人、％）

統括
課長等

課長等
課長

補佐等
係長等 主任等

主任
主事等

主事等
その
他

8 1 4 1 1 1

8 0 1 4 1 0 1 1 0

0号給 0

1号給 0

2号給 2 1 1

3号給 0

4号給 6 3 1 1 1

6号給 0

8号給 0

100 100 100 100 100 100

8 1 4 1 1 1

8 0 1 4 0 1 1 1 0

0号給 0

1号給 0

2号給 1 1

3号給 0

4号給 7 1 3 1 1 1

6号給 0

8号給 0

100 100 100 100 100 100

オ．期末手当、勤勉手当 （単位：月分）

6月(月分)

2.150 有

2.225 有

2.150 有

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 （単位：月分）

20年
勤続
の者

24.586875 

24.586875 

キ．地域手当

ク．特殊勤務手当 （単位：％）

1.31 

75.00 

ケ．その他の手当

代表的な職種

職員数　a

昇給に係る職員数　b

比率　b／a

職員数　a

昇給に係る職員数　b

比率　b／a

支給期別支給率

12月(月分)

本年度 2.150 4.300 

前年度 2.225 4.450 

国の制度 2.150 4.300 

区　分
25年
勤続
の者

35年
勤続
の者

最高
限度

その他
加算措置

支給率等 33.270750 47.709000 47.709000 
定年前早期

退職特例措置
（2～40％加算）

国の制度 33.270750 47.709000 47.709000 
定年前早期

退職特例措置
（2～40％加算）

支給対象地域 該当なし
支給率（％）
支給対象職員数

国の制度（支給率）

代表的な職種

統括課長等 課長等 課長補佐等 係長等 主任等 主任主事等 主事等 その他

給料総額に対する比率 1.15 1.81 2.42 3.02 

支給対象職員の比率 75.00 100.00 100.00 100.00 

代表的な特殊勤務手当の名称 水道手当

区分 国の制度との異同 差異の内容
扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 町で設定

区　分 合計

区　分
支給率計　
（月分）

加算
措置

備　考

区　分 全職種

本
年
度号給数別内訳

前
年
度号給数別内訳
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(単位：円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1  固     定     資     産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 44,923,711

ロ 建 物 467,053,136

減 価 償 却 累 計 額 △ 193,330,133 273,723,003

ハ 構 築 物 9,727,018,355

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,107,311,991 4,619,706,364

ニ 機 械 及 び 装 置 2,645,890,488

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,116,739,057 529,151,431

ホ 車 両 運 搬 具 1,004,834

減 価 償 却 累 計 額 △ 954,590 50,244

へ 建 設 仮 勘 定 116,864,417

有 形 固 定 資 産 合 計 5,584,419,170

固  定  資  産  合  計 5,584,419,170

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 129,365,342

(2) 未 収 金 23,000,000

貸 倒 引 当 金 △ 248,939 22,751,061

流  動  資  産  合  計 152,116,403

資    産    合    計 5,736,535,573

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 2,210,338,632 2,210,338,632

固  定  負  債  合  計 2,210,338,632

4  流     動     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 282,215,501 282,215,501

(2) 未 払 金 50,000,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 5,227,839

引  当  金  合  計 5,227,839

(4) 預 り 金 1,400,000

流  動  負  債  合  計 338,843,340

5  繰     延     収     益

(1) 長 期 前 受 金 3,096,859,138

収 益 化 累 計 額 △ 1,396,518,180

繰  延  収  益  合  計 1,700,340,958

負    債    合    計 4,249,522,930

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6  資      本      金

(1) 資 本 金 1,451,284,500

資   本   金   合   計 1,451,284,500

7  剰      余      金

(1)資  本  剰  余  金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 590,180

ロ 国 庫 補 助 金 71,944

ハ そ の 他 剰 余 金 269,690

資 本 剰 余 金 合 計 931,814

(2)利  益  剰  余  金

イ 当年度未処分利益剰余金 34,796,329

利 益 剰 余 金 合 計 34,796,329

剰   余   金   合   計 35,728,143

資    本    合    計 1,487,012,643

負  債  資  本  合  計 5,736,535,573

令和４年度 邑南町水道事業予定貸借対照表

(令和５年３月３１日)
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　　理を行っている。

      引当金を5,227,839円取り崩す予定である。

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　40年～60年

　　      機械及び装置　　　　　　 6年～20年

　　　　　車両運搬具　　　　　　　 4年～ 5年

　２　引当金の計上方法

   (1)　退職給付引当金

        職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計がその全部を負担す

      ることになっているため、退職給付引当金は計上していない。

   (2)　賞与等引当金

　　　　職員の期末手当、勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

      負担に属する額を計上する。

   (3)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち

    一般会計が負担すると見込まれる額は1,303,079,718円である。

Ⅲ　リース契約に関する注記

　１　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処

Ⅳ　その他

　１　引当金の取崩

   (1)　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を支給するため、賞与等
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(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 給 水 収 益 194,977,852

(2) そ の 他 営 業 収 益 654,000 195,631,852

2   営    業    費    用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 56,836,054

(2) 配 水 及 び 給 水 費 34,952,708

(3) 総 係 費 38,846,331

(4) 減 価 償 却 費 243,136,459

(5) 資 産 減 耗 費 935,192 374,706,744

   営　　　業　　　損　　　失 179,074,892

3   営   業   外   収   益

(1) 他 会 計 補 助 金 184,175,000

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 57,957,518

(3) 雑 収 益 542,912 242,675,430

4   営   業   外   費   用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 44,430,598

(2) 雑 支 出 1,727,084 46,157,682 196,517,748

　経      常　　　利　　　益 17,442,856

　  当    年    度    純    利　　益 17,442,856

  前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 17,442,856

令和３年度 邑南町水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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(単位：円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1  固     定     資     産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 44,903,711

ロ 建 物 467,053,136 

減 価 償 却 累 計 額 △ 185,674,762 281,378,374

ハ 構 築 物 9,651,568,932 

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,940,021,850 4,711,547,082

ニ 機 械 及 び 装 置 2,652,013,628 

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,184,865,283 467,148,345

ホ 車 両 運 搬 具 1,004,834 

減 価 償 却 累 計 額 △ 954,590 50,244

へ 建 設 仮 勘 定 144,511,011

有 形 固 定 資 産 合 計 5,649,538,767

固  定  資  産  合  計 5,649,538,767

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 109,767,924

(2) 未 収 金 23,600,000

貸 倒 引 当 金 △ 248,939 23,351,061

流  動  資  産  合  計 133,118,985

資    産    合    計 5,782,657,752

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 2,358,054,133 2,358,054,133

固  定  負  債  合  計 2,358,054,133

4  流     動     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源 283,671,283

に充てるための企業債 283,671,283

(2) 未 払 金 45,250,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 5,227,839

引  当  金  合  計 5,227,839

(4) 預 り 金 1,400,000

流  動  負  債  合  計 335,549,122

5  繰     延     収     益

(1) 長 期 前 受 金 2,989,834,268

収 益 化 累 計 額 △ 1,370,438,941

繰  延  収  益  合  計 1,619,395,327

負    債    合    計 4,312,998,582

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6  資      本      金

(1) 資 本 金 1,451,284,500

資   本   金   合   計 1,451,284,500

7  剰      余      金

(1)資  本  剰  余  金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 590,180

ロ 国 庫 補 助 金 71,944

ハ そ の 他 剰 余 金 269,690

資 本 剰 余 金 合 計 931,814

(2)利  益  剰  余  金

イ 当年度未処分利益剰余金 17,442,856

利 益 剰 余 金 合 計 17,442,856

剰   余   金   合   計 18,374,670

資    本    合    計 1,469,659,170

負  債  資  本  合  計 5,782,657,752

 令和３年度 邑南町水道事業予定貸借対照表

(令和４年３月３１日)
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